
　

１　施策の概要

（１）

２　評価の指標（施策に係る成果指標）

３　施策の点検（施策を進めるうえでの課題）

個性がひかる学びと文化創造のまちづくり

第

部名 学校教育部

細節 教育環境の充実／就学・就園の奨励・援助

施　策　評　価　調　書

施策名 教育環境の充実／就学・就園の奨励・援助

（２）
総合計画
の体系

第 4 章

２８年度予算額

事業費（Ａ） 1,035,574 1,029,489 1,098,723

1 節 学ぶ意欲と主体性を育てるまちづくり

第 23

4.90 人 3.45 人 3.45

（３）
事業費
など

(単位：千円)

項目＼年度（平成） ２６年度決算額 ２７年度決算見込額

人

所要人件費（Ｂ） 38,944 28,801 28,190

総事業費（Ａ＋Ｂ） 1,074,518 1,058,290 1,126,913

従事職員数

財
源
内
訳

収
　
入

国庫支出金 143,624 168,219 154,247

府 支 出 金 481 431 0

そ の 他 10 10 0

市
負
担

地 方 債 0 0 0

そ の 他 0 0 0

一 般 財 源 930,403 889,630 972,666

指標項目 項目＼年度（平成） ２６年度実績 ２７年度実績 ２８年度計画

指標内容

私立幼稚園への就園率 目標値
50.00 50.00 50.00

（単位：％）

実績値
50.00 43.98

目標値の
積算方法

就学前児童の半数 （単位：％）

達成度(%) 100.0 88.0

目標値
98.00 98.00 98.00

（単位：％）

実績値
99.00 0.00

目標値の
積算方法

過去５年の平均 （単位：％）

達成度(%) 101.0 0.0

指標内容

中学校卒業後の進学率

平成２３年度に就学援助事業の認定基準、平成２４年度には選択と集中による制度設計を行ない、高等学校等学習支
援金事業は選定基準や学校長推薦などの新基準の導入及び支給金額の増額などの見直しを実施してきた。これらの事
業は、「教育の機会均等」を図るうえで重要な事業であり、市民ニーズも高い。今後も将来的に持続可能な事業とするた
め、本市の厳しい財政状況や近隣各市の動向等を踏まえながら施策を進めていくことが必要である。私立幼稚園就園奨
励費補助金は、国庫補助事業として全国で実施されている事業である。保護者補助金は、その国庫補助事業を補完す
る事業として市単独で実施してきたが、今後、小規模保育事業の増加に伴う３歳児の受入枠拡充の必要性があることか
ら、本事業を平成２８年度末での廃止を視野に、待機児童対策を含めた新たな補助金の創設を検討する。



　

４　施策の評価

妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

持
続
可
能
性

合
計

一
部

大 20 18 16 18 18 90

一
部

大 20 18 16 18 18 90

一
部

大 20 18 16 18 18 90

一
部

大 20 18 16 18 18 90

な
し

大 20 18 16 18 16 88

な
し

大 16 18 20 16 18 88

全
部

大 18 14 18 18 16 84

全
部

大 16 18 12 18 18 82

全
部

大 14 18 14 18 18 82

全
部

大 10 16 20 16 20 82

0

0

0

0

今後の
方向性
（実施
計画）

00838 継続

次年度
の
優先
順位

施策を構成する
事務事業名

室課名
事業
番号

市
単
独
事
業
区
分

施
策
へ
の
貢
献
度

各視点からの評価
（20　→　4）
 高　→　低

00839 継続

1 小学校就学援助事業 学務課 00836 継続

2 中学校就学援助事業 学務課

00304 継続

3
小学校特別支援教育就学奨励事
業

学務課 00837 継続

4
中学校特別支援教育就学奨励事
業

学務課

00835 継続

5 要保護・準要保護医療費援助事業 学務課 00840 継続

6
私立幼稚園就園奨励費補助金支
給事業

保育幼稚園
室

00305 終期の設定

7
小規模保育卒園児受入臨時助成
事業

保育幼稚園
室

01418 終期の設定

8 高等学校等学習支援金支給事業 学務課

9 民族学校就学援助事業 学務課 00834 継続

10
私立幼稚園保護者補助金支給事
業

保育幼稚園
室

11

12

優先順位をつけるに
あたっての考え方

就学援助事業は、児童生徒が経済的理由によって就学が困難とならないよう必要な援助を行うこ
とが法令で義務付けられている事業であり、義務教育の機会均等、就学の保障を図る上で本事
業の果たす役割は大きく、今後も継続していくことが重要である為、順位を高く設定した。
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